医療費レセプト審査事務の統合問題等に関しての町村会要請行動内容

はじめに、島添総合公共民間局長から、要請書を手交したあと、次のとおり要請した。

自治労は、医療費レセプト審査事務の在り方の議論に関して、要請書に記載のとおり、４つの観点から問題だと考えている。

第１に、審査支払事務の在り方は、単純なコスト削減論ではなく、医療保険制度全体の中に位置付けて検討が行われるべきである。

第２に、国保連合会と支払基金は、それぞれの設立の沿革、団体の役割、業務の内容が異なっていることを踏まえて検討されるべきである。

第３に、国保保険者である市町村の共同事業事務の運営に支障が生じることのないように検討されるべきである。

第４に、国民健康保険は、市町村の事務であることから、分権・自治の理念を踏まえ、市町村の意向が尊重されるべきである。

つきましては、こうした視点を踏まえて、審査支払事務の在り方の問題について、慎重な検討、議論が今後行われるよう、全国町村会としても政府や国会に働きかけを行っていただきたい。

　

これに対して、久保行政部長は、次の通り述べた。

国保連合会は、市町村が集まって運営している。そして国保特有の補助が入って単価の平準化がはかられている。国保連合会の役割は果たしているものと考えている。町村からこの課題が全国町村会に上がってくることになれば、承りたい。

　

その後、審査支払事務の在り方についての意見交換や、厚生労働省が４月に実施している市町村へのアンケート、審議会や国会での審議スケジュールなどについて情報交換を行った。

また、松田議長からは、「自治労では、県の町村会や首長への要請を全国的に行っているところである。私の出身である三重県でも３月に町村会、首長への要請を実施したところである。全国町村会としても是非、市町村からの意見を受けとめて国等への対応をしていただきたい」と要望した。

さらに、島添総合公共民間局長からも、「私ども自治労も組織全体で取り組んでいる。是非、市町村の立場から国等に働きかけをしていただきたい」と訴えた。

これらに対して、久保行政部長からは、「皆さんの要望の趣旨は理解した。会長には、要望があったことを必ずお伝えする」との回答を得て、要請行動を終了した。
